
申請前に、本募集要項を熟読してください。 

・添付書類不足や記入漏れのある申請書は受け付けできません。

・事前に「中小企業活力向上プロジェクトネクスト経営診断」が必須です。

申請受付 

期間中、郵送で受け付けています。日程は５ページでご確認ください。 

申請書の入手方法 

公社 web サイトの以下のページから、ダウンロードしてください。 

https://www.tokyo-kosha.or.jp/support/josei/jigyo/hankaku.html 

企画管理部 助成課 

令和３年度販路拡大助成事業  

展示会出展に関する助成 

【 募 集 要 項 】 

COMPANY 

公社 販路拡大助成 検 索 
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１ 目的 

この助成事業は、経営基盤の強化に取り組む都内中小企業者や、積極的にＰＲ展開を図る都内中小

企業者に対し、販路拡大のために展示会に出展する際の経費の一部を助成することにより、都内中小

企業者の更なる経営安定を図り、振興に寄与することを目的とします。 

２ 助成内容 

都内中小企業者が、販路拡大及び経営基盤の更なる強化を図るために行う展示会への出展等に係る

経費の一部を助成します。 

（１）助 成 対 象 期 間：交付決定日から、１年１か月以内 

（２）助 成 限 度 額：150 万円（助成金の支払いは、助成事業を完了し、公社内での検査・決裁を経た後） 

（３）助 成 率：助成対象と認められる経費の２／３以内（千円未満切捨て） 

（４）助 成 対 象 経 費：展示会参加費の一部（出展小間料、資材費、輸送費） 

オンライン展示会参加費の一部（オンライン出展料） 

販売促進費の一部（印刷費、動画編集費、サイト制作費、広告掲載費） 

※ 販売促進費のみの申請はできません。 

※ オンライン展示会のみの出展の場合は、出展基本料以外の経費の申請はできません。 

※ 出展小間料が０円の場合は、その出展に係る他の経費も助成対象となりません。

３ 助成対象となる展示会 

自社の製品・技術・商品・サービス（以下「自社商品」という。）の販路拡大を目的とした展示会（実際

の会場で開催される展示会。以下「リアル展示会」という。）又はオンライン展示会への出展を対象とし、以

下の（１）～（９）の要件をすべて満たすこと。 

※ 「自社商品」には、販売権の契約を締結している他社の製品・技術・商品・サービスを含みます。 

※ 営業代行等は助成対象となりません。 

（１）事業者との商談を開催主旨とする展示会であること 

※ 展示会場での販売が主旨と認められる場合は、助成対象となりません。

（２）特定の顧客※を来場対象とする展示会ではないこと 

※ 来場者が主催者の取引先のみの場合や､協会･組合等の構成員向けサービスの一環と考えられるもの 等。

（３）自社が主催又は運営に携わる展示会※ではないこと 

※ 自社役員･従業員が役員･従業員を兼務している法人等による主催又は運営に携わる展示会を含む。

（４）交付決定日が属する月の翌月１日以降に開催されること 

（５）申請事業者が主体の出展であること 

※ 申込から支払い・実施までの一連の手続きを申請事業者名義で自ら行い、申請者自らが出展小間内で商談を行うこと。

（６）起業家・ファンド等の資金集めを目的に行う出展ではないこと 

（７）小間の社名板（パラペット）と当日会場図（オンライン展示会の場合はバナーと出展社一覧ページ）に 

申請事業者名※が表示されること 

※ 個人事業主の場合、開業届に記載の屋号も認める。

（８）販売※は、小間の内外を問わず行わないこと

※ リアル・オンライン共に、実売はもとより、それに類する行為も行わないこと。 

（９）出展小間料又はオンライン出展料の経費計上があり、支払い済ではないこと 

※ 最終的に（実績報告時に）、助成対象の出展小間料が０円となる場合、すべての経費が助成対象ではなくなります。
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４ 助成要件（申請要件） 

申請に当たっては、以下の（１）～（６）のすべての要件を満たす必要があります。 

（１）当助成事業が規定する中小企業者（業種名は日本標準産業分類に基づく☞20 ページ「産業分類表」）で、 

大企業※１が実質的に経営に参画※２していないもの 

資本金及び常時使用する従業員 

製造業、その他（ソフトウェア業等） ３億円以下 又は 300人以下 

卸売業 １億円以下 又は 100人以下 

小売業 5,000万円以下 又は 50人以下 

サービス業 5,000万円以下 又は 100人以下 

※１ 「大企業」とは、中小企業基本法で規定する中小企業者以外の者で、事業を営む者をいう。当助成事業が規定する中小企業の定

義は異なることに注意。ただし、中小企業投資育成株式会社と投資事業有限責任組合を除く。 

※２ 「大企業が実質的に経営に参画」とは、次に掲げる事項に該当する場合をいう。

・大企業が単独で発行済株式総数又は出資総額の２分の１以上を所有又は出資している場合 

・大企業が複数で発行済株式総数又は出資総額の３分の２以上を所有又は出資している場合 

・役員総数の２分の１以上を大企業の役員又は従業員が兼務している場合 

・上記の他、大企業が実質的に経営に参画していると考えられる場合 

（注：株式会社と有限会社は発行済株式総数で、合同会社・合資会社・合名会社は出資総額で判断する） 

（２）東京都内に登記があり、実質的に事業を行っており、都税の滞納がないことを下記の証明書提

出により確認できるもの 

都内所在の証明 事業税の証明 住民税の証明 

法   人 履歴事項全部証明書 
法人事業税の 

納税証明書 ＊都税 

法人都民税の 

納税証明書 ＊都税 

個人事業者（課税） 
個人事業の 

開業・廃業等届出書 

個人事業税の 

納税証明書 ＊都税 

住民税の 

納税証明書 又は

非課税証明書 

＊都内区市町村発行 

個人事業者（事業税非課税） 所得税納税証明書

（その１）＊国税 個人事業者（住民税非課税） 

（３）都内商工会議所・商工会、東京都商工会連合会において、令和２年度又は３年度に中小企業活力

向上プロジェクトネクストの経営診断※を受け、当助成事業の利用が有効であると認められている

もの 

※ 詳細は、最寄りの都内商工会議所・商工会、東京都商工会連合会にお問い合わせください。 

（４）次のア～ウのいずれか１つ以上に該当するもの 

ア 直近決算期の売上高が、前期と比較して減少していること

イ 直近決算期で損失を計上していること

法 人：直近決算期の営業利益、経常利益、当期純利益（税引後）のいずれか 

個人事業者：直近確定申告の収支内訳書の所得金額（㉑） 

又は青色申告決算書の差引金額（㉝）若しくは所得金額（㊺）のいずれか 

ウ 都内商工会議所・商工会、東京都商工会連合会において中小企業活力向上プロジェクトネクス

トの「アシストコース」※の支援により、令和２年度又は３年度に事業計画書を策定し、修了の

証明を受けていること 

※ 詳細については、最寄りの都内商工会議所・商工会、東京都商工会連合会にお問い合わせください。 
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（５）２期以上（各期 12 か月）の決算を経ており、税務署に確定申告済みで受付印又はメール詳細のあ

る直近２期分（休眠・休業期間を含まないこと）の確定申告書一式（全ページ）の写しを提出できるもの 

法  人：引き続く２期分の法人税申告書※ 

※ 12 か月に満たない期がある場合、３期分の法人税申告書 

個人事業者：令和元年及び２年分の所得税及び復興特別所得税の確定申告書 

（６）次のア～スのすべてに該当するもの 

ア 助成対象として申請した内容（経費）に関して、公社・国・都道府県・区市町村等が実施す

る他の制度（補助金等）から支援を受けないこと。また、同一展示会・内容（展示品等を含む）で

他の助成事業に併願申請していないこと 

イ 令和元年度又は 2 年度販路拡大助成事業に申請していないこと。ただし、中止の承認を受け

たものを除く。 

ウ 緊急販路開拓助成事業の利用者は、事業を完了し助成金が入金されている又は事業中止の承

認を受けていること 

エ 同一年度の本事業への申請は、一事業者につき一回であること

オ 東京都及び公社に対する賃料・使用料等の債務の支払いが滞っていないこと

カ 過去に公社・国・都道府県・区市町村等から助成を受け、不正等の事故を起こしていないこと

キ 事業税等の滞納がないこと（分納期間中も申請できません）

ク 「東京都暴力団排除条例」に規定する暴力団関係者、「風俗営業等の規制及び業務の適正化

等に関する法律」第 2 条に定める営業内容又は金融・貸金業等、公社が公的資金の助成先とし

て社会通念上適切ではないと判断するものでないこと 

ケ 民事再生法又は会社更生法による申立て等、助成事業の継続性について不確実な状況が存在

しないこと 

コ 助成事業の実施に当たって必要な許認可を取得し、関係法令を遵守していること

サ 過去に公社から助成金の交付を受けている者は、「企業化状況報告書」「実施結果状況報告

書」等を所定の期日までに提出していること 

シ その他、公社が公的資金の助成先として適切でないと判断されるものでないこと

ス 申請に必要な書類をすべて提出できること（☞13 ページ）

〔事業者と立証〕 

助成事業の申請にあたり、要件に合致することを、13 ページ記載

の書類の提出をもって証明します。採択後には、助成事業の成果、

助成事業に係る物品等の入手、経費支出の発生にあたり、価格の妥

当性及び適切な経理処理について、15～17 ページ記載の書類をも

って証明します。事業者には、書類を通じて第三者が納得する合理

的な説明・立証をすることが求められます。したがって、証拠書類

に不備・不足がある場合は、助成対象となりません。 
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５ スケジュール  

説明会参加から申請、助成金の支払いまでの流れは以下になります。 

▼ 

＊事業終了後のアンケートにご協力ください。 

 説明動画  ＆  募集要項 
 中小企業活力向上プロジェクトネクスト 

経 営 診 断 

公社 web サイトで視聴・ダウンロードし、内容を 

十分理解したうえで、準備を進めてください 

 都内商工会議所・商工会、東京都商工会連合会へ 

お問い合わせください 

▼ 

公社 web サイトから申請書をダウンロード 

申 請 書 の 作 成  ※ 添付書類は 13ページ参照 

▼ 

申 請 書 の 提 出   ※ 郵送のみ（各最終日の17 時 必 着 〆切） 

第１回 第２回 第３回 第４回 第５回 第６回 第７回 第８回 第９回 第 10 回 

4/1(木) 

｜ 

4/20(火) 

4/21(水) 

｜ 

5/31(月) 

6/1(火) 

｜ 

6/30(水) 

7/1(木) 

｜ 

7/16(金) 

8/10(火) 

｜ 

8/23(月) 

9/6(月) 

｜ 

9/30(木) 

10/1(金) 

｜ 

10/29(金) 

11/1(月) 

｜ 

11/30(火) 

12/1(水) 

｜ 

12/17(金) 

R4.1/5(水) 

｜ 

1/31(月) 

▼ 

 交 付 決 定 日 
※ 助成枠の決定です。助成を確約するものではありません 

※ 交付決定通知は、交付決定日又はその翌営業日に郵送します 

第１回 第２回 第３回 第４回 第５回 第６回 第７回 第８回 第９回 第 10 回 

６月１日 ７月１日 ８月１日 ９月１日 10 月１日 11 月１日 12 月１日 
令和４年 

１月１日 
 

２月１日 
 

３月１日 

▼ 

事 務 手 続 き 説 明 会 

▼ 

・発 注 ・ 契 約 （交付決定日後の契約のみが助成対象です） 

・小 間 料 の 支 払 い （交付決定日後に支払ったもののみが助成対象です） 

・制 作 物 等 の 納 品 

・出 展 

展示会への出展は、以下の日程以降が助成対象です 

第１回 第２回 第３回 第４回 第５回 第６回 第７回 第８回 第９回 第 10 回 

７月１日 ８月１日 ９月１日 10 月１日 11 月１日 12 月１日 
令和４年 

１月１日 

 

２月１日 

 

３月１日 

 

4 月１日 

・経 費 の 支 払 い （交付決定日後に支払ったもののみが助成対象です） 

・実績報告書の作成 

▼ 
・実績報告書の提出 （最終出展後、速やかに提出） 

・完 了 検 査 （実績報告提出後、調整の上で決定） 

・助 成 金 額 の 確 定 （完了検査から約１～２か月程度） 

・助 成 金 の 請 求 

▼ 

助 成 金 の 受 取 （請求書到着から３～４週間程度） 

東京 2020 大会に向けた交通需要の抑制等を図る交通需要マネジメント（TDM）の推進に基づき、

申請書の受付を停止する期間がありますので、ご注意ください。 
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６ 助成対象期間 

助成対象期間は、交付決定日から１年１か月以内です。 

この期間内に契約・実施・支払いが完了する経費が助成対象です。 

交付決定日とは、提出された申請書に基づき、助成枠（助成予定額と対象事業）を決定する日です。 

※ 小間の申込（契約）のみ助成対象期間前に行っているものも対象とします (小間以外の契約は、交付決定日までできません) 。 

※ 展示会への出展は、交付決定日の翌月以降が助成対象です。 

申

請
→ 

交
付
決
定

２
か
月 

３
か
月 

４
か
月 

５
か
月 

６
か
月 

７
か
月 

８
か
月 

９
か
月 

10
か
月 

11
か
月 

１
年 

１
年
１
か
月 

出 展 可 能 期 間 

助成対象と 

ならない 

期 間 

助 成 対 象 期 間 
助成対象と 

ならない 

期 間 
契
約 

支
払
い 

納
品 

出
展
① 

契
約 

納
品 

出
展
② 

支
払
い 

実
績
報
告

実績報告 完了検査 額の確定 
請求書 

提出 

経営診断 
募集要項等 

ダウンロード 

募集要項 

熟読 

添付書類 

収集 

申請書 

作成 申 請 

交付決定 

実績報告書 

作成 

契 約 出 展
※

 

BANK 

支払い 

助成金獲得 

※交付決定日の翌月以降の出展が助成対象です 

COMPANY 

出
展
申
込 

事務手続き 

説明会 

※提出期限があります 
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７ 助成対象経費 

助成対象経費は、次の（１）～（７）の条件を満たし、【助成対象経費一覧】（☞９ページ）に掲

げる経費です。消費税や手数料等、間接経費は除きます。 

※ 助成対象経費の算出に当たっては、事業完了後の実績額と大きな差額が生じないよう、実行の可能性を十分に検討してください。 

（１）助成対象として決定を受けた事業を実施するための必要最小限の経費 

（２）助成対象期間内に契約・実施・支払いが完了する経費 

（３）助成対象（使途、単価、仕様、数量等）が報告書類※（写真、帳票類等）により確認可能で 

あり、かつ、本助成事業に係るものとして明確に区分できる経費 

  ※ 報告書類は、日本語もしくは英語表記（＝日本語訳をつけたもの）に限ります。 

（４）生業かつ主要業務とする業者（専門業者）へ直接委託・契約するもの 

  ※ 申請者が対外的に自社の通常業務と謳っている業務を外部委託した場合の経費は助成対象にできません。 

※ 生業かつ主要業務内容については、委託先企業の web サイト等、公開された情報により確認します。 

（５）代理店等を介さず、直接契約しているもの 

※ 海外展示会のみ小間料・資材費を公的機関経由でも助成対象とする場合があります。 

（６）助成対象の印刷物と PR 映像は申請したリアル展示会で必ず販路拡大目的で使用すること 

※ 使用が確認できない場合は助成対象にできません。 

（７）販売促進費の助成対象とする制作物は、必ず申請事業者名が記載され、自社商品が全面・全編

に亘って紹介されていること 

※ 記載及び紹介内容が確認できない場合は助成対象にできません。 

【助成事業を利用したブースの一例】 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

【助成事業を委託する際の注意 一例】 

専門業者へ申請事業者自らが発注・契約し、申請者名義（法人 の場 合は 法人 口座 ）の 

金融機関口座から支払いをした経費が助成対象です。 

代理店を含む他社を経由した契約や、生業の証明が 

困難な事業者との取引は助成の対象となりません。  

社 名 板 

基礎小間セット 

（資材費） 
商談セット・リース 

（資材費） 

パネル印刷委託 

（印刷費） 
動画編集委託 

（動画編集費） 

チラシ印刷委託 

（印刷費） チラシラック・リース 

（資材費） 

モニター・リース 

（資材費） 

照明リース 

電気使用料 

（資材費） 

社名板は「自社名」であること！ 

パ ラ ペ ッ ト 

人件費やノベルティは「自費」で！ 

商品サンプルは 

「自費」で！ 

パネル 

デザインは 

「自費」で！ 

※ 展示会の出展にあたっては、すべての経費を助成対象と考えるのではなく、自費で準備する部分と、

助成の範囲内に収める部分とを見極めて実施計画を立てましょう。 

※ 資材専門業者、運送会社、印刷会社、掲載媒体の出版元等 

その業務を行う事業者に直接委託した場合が対象です。 

〇  ×  

×  

Ｐ印刷 D代理店 
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８ 経費区分について 

(１) 助成対象経費は、以下の３区分があります。

・展示会参加費（出展小間料、資材費、輸送費）

・オンライン展示会参加費（オンライン出展料）

・販売促進費（印刷費、動画編集費、サイト制作費、広告掲載費）

(２) 出展小間料が０円となる場合、その出展に係る他の経費はすべて助成対象にできません。

(３) オンライン展示会のみの出展の場合、その他の経費は助成対象にできません。

(４) 出展小間料とオンライン出展料のいずれの経費計上もない場合は、その他の経費もすべて助

成対象外となるため、本助成事業の申請はできません。

【出展パターンの違いによる対象経費申請の可否】 

リアル展示会・出展小間料/オンライン展示会・出展料 資材費・輸送費 販売促進費 

ａ）リアル展示会のみ出展 

〇 〇 

ｂ）リアル展示会 及び 併設のオンライン展示会に出展 

〇 〇 

ｃ）リアル展示会 及び 

併設ではないオンライン展示会に出展 

※ 出展予定の変更等により、オンライン展示会への出展のみ 

となった場合は、出展料以外の費用は助成対象にならなく 

なりますのでご注意ください。 

〇 
〇 

印刷物と PR 映像は申

請したリアル展示会

で、販路拡大目的で使

用した場合のみ対象

× 

ｄ）オンライン展示会のみ出展 

※ オンライン展示会のみの出展の場合、出展料以外の経費は 

助成対象ではありません。

× × 

ｅ）リアル展示会に複数出展するが、 

小間料の支払いが発生しないものがある 

※ 助成対象期間前に全額支払い済の場合や、小間料無料の 

展示会への出展など、助成対象期間内に小間料の支払いが 

発生しない展示会は助成対象にできません。 

(その出展に関する資材費・輸送費も助成対象にできません）

〇 〇 

印刷物と PR 映像は申

請したリアル展示会

で、販路拡大目的で使

用した場合のみ対象

× 

ｆ）出展するが、小間料の支払いが発生しない 

× × 

※ 自己都合・主催者都合に関わらず、申請後に状況が変わる場合は、事前の諸手続きが必要です。

申請者名 

申請者名 

申請者名 

申請者名 
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【助成対象経費一覧】 

展 示 会 参 加 費 

出

展

小

間

料

 リアル展示会のみ 

申請事業者名義で自ら主催者と契約し、自ら出展小間内で商談を行うための小間スペース利用料 

ア 「助成対象となる展示会」（☞２ページ）に該当するリアルに開催される展示会への出展であり、

主催者※発行の一般に公開された日本語の出展要項があること 

※ 展示会主催者又は公的機関が運営するパビリオン（＝展示会内の一部のエリアを借り上げ企画募集する小間）への出展の場合、

パビリオンと展示会本体の両方の公開された出展要項の提出が必要（☞13 ページ） 

イ 出展と支払いが助成対象期間内であり、初回出展日が交付決定日の翌月以降であること

ウ 海外展示会の場合、公的機関を経由した申込・支払いも対象とする

エ 小間の社名板（パラペット）と当日会場図に申請事業者名が掲示されること

※ 販売権の有無に関わらず、他社名・他社ブランド名を掲示した出展は助成の対象になりません

※ グループ会社・親会社・子会社等の名称を掲示した場合も別法人での出展となり、助成の対象になりません

※ ブランド名での出展の場合は、自社ブランドである証明として登録商標等の確認書類の提出が必須

 リアル展示会 ＋ オンライン出展  

上記の小間スペースに加えて、併設されたオンライン展示会に出展する場合に係る出展基本料 

ア リアル展示会に併設されるものであること

イ リアル展示会とオンライン展示会がどちらも助成対象期間内の開催であり、かつオンライン展

示会の開催期間が１か月以内であること 

ウ リアル展示会の小間名及びオンライン出展の自社出展ページ名が申請事業者名であり、かつ紹

介商品が申請事業者の自社商品であること 

エ 基本プランが複数ある場合は、最低額のプランであること

オ オンライン上で商品取引の契約・販売を可能とするシステム・機能が実装されていないこと

自社都合・主催者都合に関わらず、リアル展示会への出展を取りやめてオンライン出展のみとなる

場合は、「オンライン展示会参加費」への変更承認申請（事前申請）が必要です。その場合には、

「オンライン出展料」以外の経費はすべて対象になりませんのでご注意ください。 

資

材

費

小間内の装飾委託費、小間に設置する什器・備品のリース代、電気代（設営工事費を含む） 

ア 必要最小限の小間装飾に係る委託費や備品等のリース代であること

イ 出展申込（契約）と一体で展示会主催者に申し込む（契約する）場合に

限り、助成対象期間前の申込（契約）でも対象とする 

ウ 海外展示会の出展申込（契約）と一体で資材を申し込む（契約する）場

合に限り、公的機関経由の申込・支払いも対象とする 

輸

送

費

展示物の輸送を、運送事業者へ外部委託する場合の輸送委託費 

ア 自社の所在地と展示会場間の輸送費であり、経由地を含まないこと

イ 展示に係る輸送であること

社名板 

株式会社●●

株式会社●●

〇 〇 × 〇
申請者名 自社ブランド名 申請者名＋他社名 
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オンライン展示会参加費

オ
ン
ラ
イ
ン
出
展
料

 オンライン出展のみ ※ オンライン展示会参加費のみの申請の場合、他の経費は申請できません

申請事業者名義で自ら主催者と契約し、オンラインシステム（チャット機能等）により、リアルタイムで商

談を行うためのオンライン展示会に出展する場合に係る出展基本料  助成限度額 ２０万円  

ア 開催期間が助成対象期間内であり、かつ１か月以内であること

イ オンライン商談システムのある展示会であること

ウ 自社出展ページ名が申請事業者名であり、紹介商品が申請事業者の自社商品であること

エ オンライン上で商品取引の契約・販売を可能とするシステム・機能が実装されていないこと

販 売 促 進 費 

印

刷

費

自社又は自社商品のポスターやチラシに係る紙媒体の印刷委託費  助成限度額 ５０万円 

（１）ポスター・パネル【出展小間内への掲示用】 

ア リアル展示会当日に小間内の壁面に掲示する、自社又は自社商品を紹介するポスター・パネル

イ 大きさは A２サイズ以上の紙媒体で、折りたたまずに使用するものであること

ウ 対象は印刷費のみとし、デザイン・素材制作・購入費等を含まない経費であること

（２）チラシ・カタログ・会社案内【小間における配布用】 

ア リアル展示会当日に小間内で来場者に配布する、自社又は自社商品を紹介するチラシ・会社案

内・カタログ※であり、他社名や他社の連絡先が記載されていないこと 

※ サンプルを貼付した見本帳等を除く 

イ 対象は紙媒体の印刷費のみとし、デザイン・素材制作・購入費等を含まない経費であること

動
画
編
集
費

自社 PR 動画又は自社商品 PR 動画（１種類）の制作に係る編集委託費  助成限度額 ２０万円 

ア リアル展示会当日に小間内で流す、自社又は自社商品を紹介する動画

イ 対象は編集費※のみとし、撮影・デザイン・素材制作・購入費用等を含まない経費であること

※ 編集費とは、PR 動画制作の企画・撮影・録音等に要する費用ではなく、出展する展示会の小間内で再生するための尺に合わせ

て編集するための編集費のみ

サ
イ
ト
制
作
費

自社 web サイトを初めて制作する場合に係る制作委託費  助成限度額 ２０万円 

ア 申請時点で申告があり、既存サイトを持たないことが確認できている場合が対象

イ 全ページに自社名が記載されていること

ウ 販売管理システム（予約・決済システム、ショッピングカート等）の搭載を主目的とするものや、他者

の管理する web サイト（ショッピングサイトや SNS 等）の一部ではないこと 

エ 運用費（ドメイン取得費・維持費、レンタルサーバ費、通信費、保守・管理費等）を含まない経費であること

オ 素材制作・購入費等を含まない経費であること

カ web サイト制作委託費の合計が税込 50 万円未満であること

広
告
掲
載
費

自社又は自社商品を PR するための広告掲載費  助成限度額 ２０万円 

ア 対象とする媒体は、「新聞」「雑誌」「出展するリアル展示会のガイドブック」「出展するリアル展

示会の web サイト」の４種類のみとし、記事広告等ではないこと 

イ 対象は掲載枠に係る経費のみとし、制作に係る費用（デザイン、素材等）を含まない経費であること

ウ 新聞は第三種郵便の承認、雑誌は雑誌コードを取得しているものに限る
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９ 助成対象とならない経費 

「７ 助成対象経費」に記載のない経費は助成対象ではありません。申請書に記載した経費であっ

ても、交付決定後に助成対象経費に該当しないことが判明した場合は、助成対象にできません。 

また、展示会で使用しなかったものに係る経費（サイト制作費、広告掲載費を除く）、委託先や契約・実

施・支払い等が不適切な経費、提出した実績報告書類に不足がある場合も助成対象にできません。 

（１）助成対象とならない主な経費 

ア 手数料、交通費、レンタカー代、ガソリン代、宿泊費、保険料（輸送に係る保険を除く）、飲食

費、スタッフ用備品に係る経費、雑費等の間接経費 

イ セミナー・レクチャー・体験会等に係る経費や場所代又は参加費、招待券購入費、懇親会・

パーティ参加費、来場者サービスに係る経費、駐車場代等、出展に直接関係のない経費 

ウ 共同キッチンや共同商談エリア、チラシ設置所等、自社小間以外のスペースに係る経費

エ 共同出展や、他社名を掲示した展示・制作物・販売促進物等に係る経費

オ 調査、打ち合わせ及びコンサルティング的要素を含む経費、その他自社や自社商品の PR に

直接的に関わらないすべての経費 

カ 購入物、特注品、自社で制作する場合の経費、直接的に PR に関わらない経費、必要最低限

と認め難い経費（例：花、プロジェクションマッピング、風船等） 

キ 制作物等の素材にかかる経費（例：画像・写真、ロゴ、コピー、翻訳、音源、CG、スライドデータ等）

ク 他の用途にも使用できるものに係る経費（例：うちわ、はがき、試供品、ノベルティ、名刺、封筒等）

ケ 商品サンプル等に係る経費（例：展示用商品、商品サンプル、パッケージ等）

コ 支払いに際して、ポイントを取得又は使用した場合のポイント相当分

サ 租税公課（例：消費税、印紙代等）

シ 人件費とみなされる経費（例：コンパニオン、アルバイト、通訳、営業代行、モデル、カメラマン等）

ス オンライン展示会に係る、出展基本料以外のすべての経費（例：コンテンツ、システム、その他

オプション費用等）

セ 公的資金の使途として社会通念上、不適切と認められる経費

（２）助成対象経費であっても助成できない場合の例 

ア 見積書、契約書、納品書、請求書、振込控え等の帳票類が不備の場合

イ 写真等で出展・資材・販促物の実施・使用・数量が確認できない場合や、明細書と写真が

一致しない場合 

ウ 親会社、子会社、グループ企業等関連会社（自社と資本関係のある会社 、 役員等（これに準ずる者を含

む）又は社員を兼任している会社、代表者の三親等以内の親族が経営する会社等）との取引に要する経費 

※「会社」には個人事業者、法人及び団体等を含む 

エ 再委託
※
が行われている場合

※ 申請事業者が委託した業者からさらに別の業者に業務の全部又は一部が委託されていること

オ 委託した業務が主たる業務であることを公開情報から確認できない業者への委託費

カ 対外的に自社の業務と謳っているものを外部委託している場合

キ 一般価格や市場相場等と比べて著しく高額な場合

ク 委託先や契約・実施・支払いが不適切な場合

ケ 申請事業者名義の口座を通じた支払いを行っていない場合

コ 契約から支払い・決済までの一連の手続きが、助成対象期間中に行われていない場合
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10 申請書類の提出、留意事項 

（１）申請書類の提出 

簡易書留等の記録が残る方法で、下記送付先にお送りください。 

持参、普通郵便、信書を扱わない宅配便、FAX、電子メール等による提出は、受け付けません。 

【申請書類の送付先】 ※ 下記をラベルとして利用する場合は、コピーしてお使いください。 

〒101-0022  

東京都千代田区神田練塀町３－３ 大東ビル４階 

公益財団法人東京都中小企業振興公社 

企画管理部 助成課 

販路拡大助成事業担当 宛   〈 申請書類在中 〉 

（２）申請時の留意事項 

ア 申請書（様式第１号）は入力したうえで A４用紙に片面で出力し（ホッチキス留め不可）、申請

事業者の実印を押印し発送してください。手書きの申請書は受け付けません。 

イ 受付期間最終日の時点で不備のある申請書類は受け付けません。

ウ 申請書類を提出する者及び連絡担当者は、申請事業者の役員・従業員に限ります。なお、

連絡担当者は、申請時のみならず助成事業終了まで同一であること。 

エ 必要に応じて、追加資料の提出及び説明等を求めることがありますので、申請書類は受付

最終日から余裕をもって送付してください。 

オ 申請に係る経費は、申請事業者の負担となります。提出された申請書類は、返却しません。

カ 申請書類は、必ず紙に出力した写しを保管してください。

（３）問い合わせ先 

（公財）東京都中小企業振興公社 企画管理部 助成課「R3 販路拡大助成事業」担当 

☎ 03-3251-7894（対応時間は平日の 10：00～12：00・13：00～16：00）

診断報告書 

○印

○印
印鑑証明書 

○印  □証

会社案内 

 

 

誓約書 

○印

事業税 

納税証明書 

□証  

原本 

都民税 

納税証明書 

□証  

原本 

申請書 
（ ） 

○印

原本 〇〇EXPO 

出展要項

▲▲展示会

出展要項

（出展するすべての分） 

（個人は開業届の控） 

書
留 

すべて揃えて 

公社に郵送 

コピー 

すべてコピーし、 

自社で保存 

アシスト 

修了証 ○印

□証  

原本 

（該当者のみ） 

ホッチキス不可 

履歴事項 

全部証明書 

□証  

原本 
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11 申請に必要な書類一覧 

書類作成時は、「10 申請書類の提出、留意事項（２）」（☞12 ページ）を参照してください。 

提 出 必 須の 書 類 入 手 先 ✔ 

ア 

申 請 書 

及び 誓 約 書 

(様式第１号) 

□申請書 全６枚 □表紙実印（申請企業代表者印）   【原本】

□誓約書 □誓約書実印（申請企業代表者印）

※ 申請書様式は、公社 web サイトからダウンロードしてください。 

公社 web サイト 

イ 診断報告書 
令和２年度又は３年度に実施した中小企業活力向上プロジェクトネ

クストの「診断報告書」 

都内商工会議所・商

工会、東京都商工会

連合会 

ウ 登記簿謄本等 

法人▶ 発行後３か月以内の「履歴事項全部証明書」【原本】 法務局 

個人▶ 
都内税務署に提出した「個人事業の開業・廃業等届出書」の写し 

※ 申請者名・所在地・屋号が確認でき、申請書と一致していること 
各自保管分 

エ 
印鑑証明書 

※ 申請書等に押印した 
実印に係るもの 

法人▶ 法人の実印（代表者印）の「印鑑証明書」(発行後３か月以内)の写し 法務局 

個人▶ 個人の実印の「印鑑証明書」(発行後３か月以内)の写し 都内区市町村役所 

オ 納税証明書 

事
業
税

法人▶ 直近の「法人事業税」〈都税〉【原本】 都税事務所 

個人▶ 
（課税の方）直近の「個人事業税」〈都税〉【原本】 

（非課税の方）「所得税納税証明書」（その 1）〈国税〉【原本】 
都税事務所 

又は 所管税務署 

都
民(

住
民)

税 

法人▶ 直近の「法人都民税」〈都税〉【原本】 都税事務所 

個人▶ 住民税の「納税証明書」又は「非課税証明書」【原本】 都内区市町村役所 

カ 

直近２期分の

確定申告書 

※税務署へ提出した

ものすべての写し 

前
期
（
直
近
期
） 

法人▶ □法人税に係る別表 1～16 □法人事業概況説明書 □決算報告書 

□科目内訳等 □メール詳細 又は 税務署の受付印
各自保管分 

個人▶ 令和２年分の所得税及び復興特別所得税 

□第 1 表 □収支内訳書 又は 青色申告決算書

□メール詳細 又は 税務署の受付印

各自保管分 

前
々
期 

法人▶ □法人税に係る別表 1～16 □法人事業概況説明書 □決算報告書 

□科目内訳等 □メール詳細 又は 税務署の受付印

※ 12 か月に満たない期がある場合は 3 期分の法人税申告書

各自保管分 

個人▶ 令和元年分の所得税及び復興特別所得税 

□第 1 表 □収支内訳書 又は 青色申告決算書

□メール詳細 又は 税務署の受付印

各自保管分 

キ 
申請事業者の 

会社案内 
申請事業者名・代表者名・設立年・事業内容・沿革等がわかる書類  各自保管分 

ク 

日本語の 

出展要項 

※ 申請するすべて 

の展示会のもの

リ
ア
ル
展
示
会 

以下の項目を示す、一般に公開された展示会主催者発行のもの 

①主催者 ②会期 ③会場 ④開催目的 ⑤来場対象者 

⑥小間料  □申請するすべての分 

※ オンライン併設の場合、⑦オンラインの会期 ⑧商談機能の有無 ⑨出展料も記載必須 

※ パビリオンの場合、パビリオンと展示会本体、両方の出展要項が必要

※ 公的機関と契約の場合、その出展要項が必要

展示会主催者 

オ
ン
ラ
イ
ン

以下の項目を示す、一般に公開された展示会主催者発行のもの 

①主催者 ②会期 ③開催目的 ④商談機能(チャット等)の有無 ⑤出展料 
展示会主催者 

アシストコース修了を要件とする場合に必須の書類 入 手 先 ✔ 

ケ 
令和２年度又は３年度に実施・修了した 中小企業活力向上プロジェクトネクストの 

「アシストコース」修了証明書【原本】 

都内商工会議所・商

工会、東京都商工会

連合会 
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【日本語の出展要項 の例】 ※「11 申請に必要な書類一覧」（☞13 ページ）の「ク 日本語の出展要項」 

・リアル展示会の場合（マーカー部分の項目を確認） 

①主催者、②会期、③会場、④開催目的、⑤来場対象者、⑥小間料の記載があることを確認し、

該当箇所をマーカーで示してください。 

 

 

   

 

 

 

 

  

 

 ※ パビリオン出展の場合は、パビリオン主催者の出展要項とともに本体となる展示会の出展要項も提出してください。 

 

・オンライン展示会の場合（マーカー部分の項目を確認） 

①主催者、②会期、③開催目的、④商談機能、⑤出展料（基本料）の記載があることを確認し、 

該当箇所をマーカーで示してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12 交付決定 

交付決定とは、助成対象の事業を行う者とその事業を申請書に記載の通りに行った際に助成され

る助成予定額の枠組みを決めることであり、事業完了後の最終的な助成金の支払い額を決定・保証す

るものではありません。 

交付決定日は、申請書を受理した日（受付回）により異なります（☞５ページ）。交付決定通知書は、

交付決定日又はその翌営業日に、連絡担当者宛てに簡易書留で発送します。 

※ 助成金交付予定額は、助成金交付申請額から減額して決定する場合があります。 

※ 申請内容を変更・中止する場合や、助成事業者の情報を変更した場合は、公社の承認を受ける必要があります。 

※ 交付決定結果やその内容に関する問い合わせには応じられません。 

 

 

 

  

申請書 
BANK 

COMPANY 

契約・実施・支払い 

実績 

報告書 
交付決定 

通知 

公社 

助成額の 

確定通知 

公社 

① 主催者 

② 会期 

③ 開催目的 

 

④ 商談機能 

 ⑤ 出展料 

 

オンライン併設の場合 

⑦オンラインの会期  

⑧商談機能、⑨出展料 

⑤ 来場対象者 ① 主催者 

② 会期 

③ 会場 

⑥ 小間料 

④ 開催目的 

出展料に含まれる機能として、

商談機能があるとわかること 
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13 交付決定後の流れ（事業の実施と実績報告書の提出） 

交付決定後は、申請内容に基づき速やかに展示会出展等の事業を実施してください。 

※ 出展確認のため、公社職員が展示小間等を視察訪問することがあります。 

助成金の交付は、実績報告に基づいて行います。実績報告には、実施状況及び支払いを確認するた

めの書類提出が必要です。詳細は、交付決定後に配布する「事務の手引き」をご覧ください。 

（１）事業実施の確認に必要な書類 

出 展 
小間料 

□ 展示会の出展要項 

（必須事項＝□主催者 □会期 □会場 □開催目的 □来場対象者 □小間料） 

※ オンライン併設の場合、上記６項目に加えてオンラインの必須事項＝□会期 □商談機能の有無 □出展料 も必要 

※ パビリオンに出展する場合は、展示会主催者の出展要項とパビリオン主催者の出展要項が必要 

□ 展示会の申込書控え 

□ 出展が承認されたことが確認できる書面 又は 契約書 

□ 会場案内図（展示会当日に来場者向けに配布されるマップ） 

□ 展示会ガイドブック（展示会当日に来場者向けに配布される、出展位置と出展者リスト記載のもの） 

□ 展示会開催時（準備中は不可）のカラー写真５～６枚 

※ 小間番号や助成事業者名の掲示状況、来場者、小間全景、隣接小間などが確認できるもの 

□ 小間内にブランド名を表示する場合は、自社ブランドであることを証する書類 

資材費 

□ 展示会開催時（準備中は不可）のカラー写真５～６枚 

※ リース物品、装飾内容、使用数等がすべて確認できるもの 

□ 図面、デザイン等の成果物 

輸送費 
□ 配達伝票等 

（必須事項＝□集荷先 □配達先 □集荷日 □配達日 □内容物） 

オンライン 
出展料 

□ オンライン展示会の出展要項 

（必須事項＝□主催者 □会期 □開催目的 □商談機能の有無 □出展料） 

□ 当該展示会のスクリーンショットの出力紙 

（必須事項＝□URL □展示会名 □助成事業者の出展小間の全ページ □出展者一覧ページ） 

印刷費 

□ 展示会開催時（準備中は不可）のカラー写真 

※ 制作したすべての印刷物を小間内で掲示・配架・配布したことが確認できるもの 

□ 印刷物（チラシ・カタログ・会社案内）の現物 

※ パネル・ポスターは写真のみで可 

動画 
編集費 

□ 展示会開催時（準備中は不可）のカラー写真 

※ 制作した動画を小間内で上映したことが確認できるもの 

□ CD 又は DVD に格納した動画ファイル 

□ 動画のサムネイル画像の出力紙 

サイト 
制作費 

□ 要求仕様書又は要件定義書 

□ 委託先からのデザイン案 

□ サイトマップ 

□ 完成した全ページのスクリーンショットの出力紙（URL がわかる状態のもの） 

広 告 
掲載費 

□ 広告掲載した媒体の現物 

※ 新聞・雑誌・出展するリアル展示会のガイドブックは、発行日のわかるもの 

※ リアル展示会の web サイトは、該当ページの出力紙（URL がわかる状態のもの） 

その他 

□ 他社の製品・技術・商品・サービスを展示する場合、販売権を証明する書類 

□ 各経費について、発注先が生業としていることを示す公開資料 

□ その他、公社が指定するもの 
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（２）契約・支払いの確認に必要な書類 

経費の支払いは、金融機関の助成事業者名義の口座からの振込払いとしてください。 

ア 法人の場合はその法人名義の口座からの振込のみとし、法人が個人名義又は個人口座か

ら振込を行った経費は助成対象外です。 

イ 関連会社経由等、助成事業者名義の金融機関の口座から直接振り込んでいない場合は対

象外です。 

ウ 助成対象経費の支払いとその他の取引の支払いは、混合して行わないでください。 

エ 他の取引と相殺して支払った経費は、助成対象外となります。 

オ 海外取引での外貨支払いについては、支払い時の為替レートを適用する等、客観的に確

認が可能な方法により円に換算してください。 

  

書 類 必  要  事  項  

見積書 

□相手方の名称 □相手方の押印（社判又は代表者印） □宛名＝助成事業者名（法人の場合は法人名）  

□発行日 □見積内容 □単価 □数量 □総額 

・出展小間料▶□主催者が作成し広く配布した出展要項 

契約書 

又は 

発注書と 
請書のセット 

□双方の名称（法人の場合は法人名） □双方の押印（社判又は代表者印）  

□契約日 □発注内容 □単価 □数量 □総額 □納期 □支払方法 

・出展小間料▶□契約書又は展示会の申込書（主催者に提出したものの控え） 

□出展が承認されたことが確認できる書面 

納品書 

□相手方の名称 □宛名＝助成事業者名（法人の場合は法人名） □納品日 □納品内容 □数量 

・業務委託等▶□契約の履行が確認できるもの（業務完了届等） 

・出展小間料▶□展示会当日に来場者向けに配布される会場案内図（マップ） 

□ガイドブック（出展位置、出展者リストが記載されているもの） 

・輸送費のうち海外への運送▶□日本及び出展国の通関関係書類 

請求書 

□相手方の名称 □相手方の押印（社判又は代表者印）□宛名＝助成事業者名（法人の場合は法人名） 

□請求日 □内容 □単価 □数量 □請求金額 □支払方法及び振込先（振込先名・口座番号等） 

※ 消費税の確認ができない場合、支払額から消費税相当額を除いた額が助成対象経費となる 

振込控え 

□支払口座名義＝助成事業者名（法人の場合は法人名） □取扱銀行名 □振込日 

□振込先名＝相手方の名称 □振込先銀行名 □振込先口座番号 □振込金額 

※ 上記内容が請求書等と合致していること 

※ 上記内容が確認できない場合、金融機関発行の証明によりそれが明らかになること 

・金融機関の窓口の場合▶振込票（控え） 

・ATM（現金自動預け払い機）の場合▶振り込んだ際に発行される伝票 

・インターネットバンキングの場合▶振込画面（又は振込履歴）のキャプチャ画像 

通 帳 

□支払口座名義＝助成事業者名（法人の場合は法人名） □取扱銀行名 □口座番号 

□引落し日 □振込金額 

・普通預金の場合▶振込に使用した銀行口座の通帳 

・当座預金の場合▶振込に使用した銀行口座の「当座勘定照合表」 

その他 ・公社が指示するもの 
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【契約・支払確認に係る必要事項】 

・宛名が助成事業者名（法人の場合は法人名）であること

・発行日・実施日・押印（契約書の場合は双方の）・明細（業務内容

又は仕様・単価・数量）、金額等の漏れがないこと

・見積書・納品書・請求書等は、明細が「一式」でなく、内容・

単価・仕様・数量の記載があること

14 助成金額の確定及び交付 

助成金は、実績報告書の提出と完了検査を経て、助成金額を確定した後に交付します。 

（１）実績報告書の提出 

ア 最終提出期限は、交付決定日から１年１か月後の翌月 15 日です。

イ 助成事業の契約・実施・支払い等がすべて完了後、２か月以内を目途にご提出ください。

速やかにご提出いただけない場合、助成金の交付に支障をきたしますのでご注意ください。 

（２）完了検査 

提出された実績報告書に基づき、公社において完了検査を行います。その際、実績報告書に

添付された帳票類の写しと、助成事業者が保管している原本との照合を行います。 

（３）助成金額の確定 

完了検査後、公社内での審査を経て、助成金の額が確定します。助成金の額は実績に基づく

ため、助成金交付予定額から減額となることがあります。 

（４）助成金の交付 

助成金額の確定後、確定通知書を送付します。助成事業者は、通知内容に基づき公社指定様

式の請求書を作成し、代表者印の印鑑証明書（申請書に用いた印のもので、発行３か月以内）を添付

の上、送付してください。公社において請求書受領後、助成金を支払います。 

15 助成金交付後の注意事項 

（１）関係書類の保存 

助成事業者には、助成事業の完了した日の属する公社の会計年度終了後５年間、助成事業に

係るすべての関係書類を保存する義務があります。 

（２）公社職員による調査等 

助成事業の実施状況、助成金の収支、関係書類その他について、立ち入り調査を行い、報告

を求めることがあります。 

（３）アンケートの実施 

助成事業による効果等についてアンケートを実施しますので、ご協力をお願いします。 

発行日 

実施日 
内容 

助成事業者名 

押印 

明細 

振込先 

金額 
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16 助成金交付決定の取消し及び助成金の返還  

助成事業者、外注（委託）先の事業者、その他助成事業の関係者が、次のいずれかに該当した場合

は、助成金交付決定の全部又は一部を取り消し、不正の内容、助成事業者及びこれに協力した関係者

等の公表を行うことがあります。また、既に助成事業者に助成金が交付されている場合は、期限を定

めて返還していただきます。 

（１）交付決定又は変更承認等の内容と異なる事実が認められたとき 

（２）偽り、隠匿その他不正の手段により助成金の交付を受けたとき又は受けようとしたとき 

（３）助成金を他の用途に使用したとき又は使用しようとしたとき 

（４）東京都内で事業を行っていないと認められるとき 

（５）「東京都暴力団排除条例」に規定する暴力団関係者、「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に

関する法律」第２条に定める営業内容又は金融・貸金業等、公社が公的資金の助成先として社会

通念上適切でないと判断されるものであると判明したとき 

（６）助成要件（申請要件）に該当しない事実が判明したとき 

（７）助成金の交付決定の内容又はこれに付した条件、助成金交付決定に基づく命令その他法令に

違反したとき 

（８）その他、公社が助成事業として不適切と判断したとき 

※ 刑事罰が適用される場合もあります。 

※ 不正又は事故を起こした助成事業者、外注（委託）先の事業者、その他助成事業の関係者等については、今後、公社の実施する

すべての助成事業に申請をすることができません。 

申請事業者情報の取り扱いについて 

１ 利用目的 

（１）当該事業の事務連絡や運営管理・統計分析のため 

（２）経営支援・技術支援等各種事業案内やアンケート調査依頼等を行う場合※ 

※ 辞退される方は、当該事業担当者までご連絡ください。 

２ 第三者への提供 

以下の（１）～（３）により第三者へ提供する場合があります。 

（１）目的 

ア 当公社からの行政機関への事業報告

イ 行政機関からの各種事業案内、アンケート調査依頼※

※ 辞退される方は、当該事業担当者までご連絡ください。 

ウ アンケート調査を外部委託する場合等

（２）項目 

申請書記載の内容 

（３）手段 

電子データ、プリントアウトした用紙 

３ 個人情報について 

個人情報は、｢個人情報の保護に関する要綱」に基づき取り扱います。 

当要綱は、（公財）東京都中小企業振興公社 web サイト（https://www.tokyo-kosha.or.jp）で、閲覧、 

ダウンロードできます。 

https://www.tokyo-kosha.or.jp/
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17 申請書の作成  

以下のチャートにより申請要件に該当することを確認したうえで、申請書のフォーマットをダウン

ロードし、【申請書記入例】（☞21 ページ）を参照して漏れなく入力してください。 

 

 

Ｑ１ この募集要項を熟読した   

        

Ｑ２ 都内で事業を営んでおり、直近の納税証明書を提出できる 

法人：都内に登記があり（支店登記も可）、都に納税している 

個人：都内税務署に個人事業の開業等届出書を提出し、確定申告している 

 申請できません 

       

Ｑ３ 令和２年度又は３年度に、都内商工会議所等で「中小企業活力向上 

プロジェクトネクストの経営診断」を受け、当助成事業利用が有効とされている 
       

都内商工会議所等

に、お問い合わせ

ください 

     

Ｑ４ 次のいずれか１つに該当する 

ア）直近決算期の売上高が、前期と比較して減少している 

イ）直近決算期で損失を計上している 

ウ）令和２年度又は３年度に都内商工会議所等で「中小企業活力向上プロジェクトネクストの 

  アシストコース」の支援を受け、修了している 

 

申請できません 

    
 

Ｑ５ 直近２期分の確定申告書の写し一式を提出できる  

法人：引き続く２期分の法人税申告書 

個人：令和元年と２年の所得税及び復興特別所得税の確定申告書 

    申請できません 

       

Ｑ６ 大企業が実質的に経営に参画していない（以下のいずれにも該当しない） 

 ・大企業が単独で発行済株式総数又は出資総額の２分の１以上を所有又は出資している 

 ・大企業が複数で発行済株式総数又は出資総額の３分の２以上を所有又は出資している 

 ・役員総数の２分の１以上を大企業の役員又は従業員が兼務している 

 ・その他、大企業が実質的に経営に参画していると考えられる 

    
申請できません 

       

Ｑ７ 産業分類表（次頁）で、自社に該当する業種を選択してください 

製造業・その他  卸売業  小売業  サービス業 

↓  ↓  ↓  ↓ 
Ｑ８ 資本金又は常時雇用する従業員数が以下に該当する 

（労働保険概算・増加概算・確定保険料申告書等の『雇用保険被保険者数（月平均）』） 

＊パート・アルバイト等でも、解雇予告を必要とする人は従業員に含みます。（労働基準法第 20条参照） 

３億円以下 又は 

３００人以下 
 

１億円以下 又は 

１００人以下 
 

5千万円以下 又は 

５０人以下 
 

5千万円以下 又は 

１００人以下 

            

  
申請できません   申請できません   申請できません   申請できません 

 中 小 企 業 者 で す  

はい 

はい 

いいえ 

いいえ 

はい 

P３ 

P３  

はい 

いいえ 

いいえ 

いいえ 

はい 

はい 

P３ 

いいえ はい いいえ はい いいえ はい いいえ はい 
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【産業分類表】 



様式第１号（第５条関係）

整 理 番 号

　公益財団法人東京都中小企業振興公社　 受 付 日

理　事　長　殿 受 付 者 名

本店所在地

名 称

代　表　者 （役職）

（氏名） 実印

　　「実施計画」に記載のとおり

円

申請書

R3 販 路 拡 大

公 社 記 入 欄

東京都〇〇区〇〇町0-0-0

〇〇〇〇株式会社

代表取締役

東京　太郎

令和３年度　販路拡大助成事業　

1,500,000

「募集要項」の内容をすべて理解したうえで、下記のとおり助成事業を実施したいので、

別紙の書類を添えて、助成金の交付を申請します。事業の実施は「募集要項」に則って

行います。「募集要項」で助成対象となっていない内容や、実績報告時に実施・支払が

記

１　助成対象事業の目的及び内容

２　助成金交付申請額

証明できない場合は、助成されないことを理解しています。

記入例

之
印

代
表

ｖ

会

登記簿等と同一の表記で入力

登記簿等と同一の表記（旧字体含む）で入力 登記簿等と同一に

申請者が「法人の実印」として印鑑登録している

代表者印（実印）を押印

（個人事業主の場合は、個人の実印）

＊発行３か月以内の印鑑証明書（コピー可）を添付

計算式による自動入力
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様式第１号（第５条関係）

１　申請者の概要

フリガナ

氏　名

役　職

〒

〒

携帯

1

2

3

〒

円 株

人 大分類

人 (雇用保険非対象者含む) 中分類

1

2

3

２　補助金・助成金申請状況

なし あり

年度 申請先
助成金額

（千円）

2020 東京都中小企業振興公社 1,250

2019 日本商工会議所 300

実　施　計　画

フリガナ 〇〇〇〇カブシキガイシャ

代表者

〇〇　〇〇

名　称 〇〇〇〇株式会社
東京　太郎

代表取締役

本　店

所在地

登記簿記載住所

※登記簿記載のとおりに記入

電話番号 03-0000-0000
000-0000

東京都〇〇区〇〇町0-0-0

部  署 〇〇部　〇〇課

連　絡

担当者

自社の役員又は

従業員に限る

フリガナ △△　△△

http://www.〇〇.com

E-mail 0000＠〇〇.jp

氏　名 神田　東子 ＵＲＬ

(主な自社サイト)

http://www.〇〇.jp

連絡先

所在地

000-0000
日中つながる

電話番号

固定 03-0000-0000

東京都〇〇区〇〇町0-0-0

△△ビル２階 090-0000-0000

資本金

(出資総額）
10,000,000 発行済株式総数 15,000

都内登記

所在地

本店が都外の

場合に記入

※登記簿記載のとおりに記入

電話番号

常時使用する

従業員数
5

主たる業種

E_製造業

総従業員数 8

助成事業名 対象展示会名又は費目 助成期間終了日

27 業務用機械器具製造業

事業概要

・

取扱商品

通信機器「アルファ１シリーズ」「アル

ファ２シリーズ」の設計・製造、販売、

取付工事

主な事業

(売上上位３位)

通信機器の設計・製造

通信機器の卸売・販売

通信機器の取付工事

※他の助成金で申請した「展示会等出展」「販売促進」に係る経費は、本助成事業の対象にでき

ません

 国・都・公社等からの 補助金・助成金の交付 申請中

上記で「あり」「申請中」を選択した場合は、その内容を新しい順に記入してください

緊急販路開拓助成事業 第〇回機械要素技術展 2020年11月30日

小規模企業者持続化補助金 新製品宣伝チラシ印刷 2019年1月31日

・英数字はすべて「半角」で入力

・黄色のセルは自動入力（入力不要）

✔

フリガナの入力漏れに注意 フリガナの入力漏れに注意

郵便番号の入力漏れに注意

申請書の記載内容について

確認の連絡をすることがあります

「本店所在地」と同所在地であっても「同上」とせず、

ビル名・部屋番号まで明確に入力 ※英数字は「半角」

実務担当者を記入

社外担当者は不可

本店所在地が「都外」の場合のみ入力

申請日時点の数を入力

雇用保険に加入している従業員数

取引先企業名ではなく、事業内容を入力

単位に注意

展示会出展、印刷費・動画編集費・サイト制作費・広告掲載費 に関する

助成を受けた場合は、この欄への入力が必要です

記入例
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様式第１号（第５条関係）

３　役員・株主名簿

資本金

（千円）

従業員数

（人）
業　種

１ 東京　太郎 代表取締役 役員・株主 10,000 66.7

２ 東京　一郎 取締役 役員・株主 2,000 13.3

３ 東京　花子 取締役 役員

４ 秋葉　公一 監査役 役員

５ 品川　明夫 株主 500 3.3

６ （株）〇〇キャピタル 株主 1,000 6.7 1,000 20 サービス業

７ （株）中央商事 株主 1,000 6.7 5,000 5 卸売業

８

９

10

－ 500 3.3

15,000 100.0

はい

役 職 等
資本金

（千円）

従業員数

（人）
業　種

１ 秋葉　公一 取締役 310,000 350
製造業・その

他

２

３

４

５

その他の株主(法人株主はこの欄に含めないでください)

合　　計　（発行済株式総数又は出資額の合計）

本記載内容が「履歴事項全部証明書」

「確定申告書別表２」と異なる場合の理由を記入

■「履歴事項全部証明書」に記載の全ての役員（監査役も含む）と，「確定申告書別表２」に記載の株主 を

　列挙してください。

　・株主は、「持ち株比率」が多い順に、合計が100％になるように記入

　・法人は、持ち株数の大小に関わらず、全て記入

　・書ききれない場合は、「－その他の株主」に合計株数を入力し、その内訳を別紙に示して添付する

■申請日時点の状況を記入してください。

※申請企業が株式会社又は有限会社の場合は発行済株式総数、合同会社又は合資会社並びに合名会社の場合は出資額について記入

№ 氏    　名 役　職　等 役員／株主

持ち株数

又は出資額

（株/千円）

持ち株比率

又は出資比率

（％）

株主(出資者)が法人の場合　※

決算後に、東京太郎から東京一郎に1,000株を株式譲渡

したため。

■上欄で「はい」と答えた方は、下欄にその内訳を記入してください。

№ 氏    　名

兼務又は実質的に経営に参画する企業

企 業 名

株式会社〇〇重機

上記に記載した役員・個人株主のうち、大企業に兼務する者（役員・従業員）

又は実質的に大企業の経営に参画する者がいる
　　いいえ

・英数字はすべて「半角」で入力

・黄色のセルは自動入力（入力不要）

単位に注意

法人株主の場合は必ず入力

法人や大企業役員などの兼務者

は、持株比率に関わらず、ここ

に含めずに名簿に入力

単位に注意

✔

記入例

23



様式第１号（第５条関係）

４　申請要件

（１） 販路開拓の必要性

令和3年度 あり

（２） 決算状況

　あり 　なし

～ 12 か月

～ 12 か月

　あり 　なし  ※損失を計上している場合、その項目を下記より選択してください

経常利益

(青色申告者) 所得金額㊺

(白色申告者)

　あり 　なし 受講年度

５　契約・実施・支払予定

※助成事業に係る契約及び経費の支払いは、必ず申請事業者名義（法人の場合は法人口座に限る）で行ってください

(カナ）

前　期（直近期）① 2020年1月1日 2020年12月31日

前々期　　　　　② 2019年1月1日 2019年12月31日

中小企業活力向上プロジェクトネクストの

「経営診断」

（商工会議所等で実施）

診断実施年度
当助成事業の

有効性に○
なし

売上高減少

②

「収支内訳書」の 所得金額㉑ （公社記入欄）

 　法　人       営業利益      当期純利益（税引後） ①

助成対象とできる初回出展日 令和3年7月1日

直近期に損失計上

個　人

      差引金額㉝

本事業で主に使用する

金融機関 口座 名義

〇〇〇〇カブシキガイシャ

〇〇〇〇株式会社

中小企業活力向上プロジェクトネクストの

「アシストコース」受講

(「経営診断」ではありません)

出展小間の社名板とマップに掲載する名称 〇〇〇〇株式会社

助成対象とする全ての展示会において 販売は小間の内外を問わず一切しない

交 付 決 定 予 定 日 令和3年6月1日

助成対象とできる契約・実施・支払い開始日 令和3年6月1日
自動入力されます

（交付決定日の翌月以降の展示会が助成対象）

・英数字はすべて「半角」で入力

・色付きのセルは自動入力（入力不要）

✔

✔

✔

✔ ✔

✔

記入例

添付の「診断報告書」を確認のうえ選択

申請日から換算して入力 （募集要項５ページ参照）

販売する場合は、助成対象にできません

他社名や他社ブランド名での出展はできません
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様式第１号（第５条関係）

出展形態 リアルのみ

契約種別 単独（主催者）

リアル 2021年8月3日 ～ 2021年8月5日
出展名

（パラペット）
申請者名

オンライン ～ 出展商品 自社商品

出展形態 リアル + オンライン

契約種別 単独（主催者）

リアル 2021年10月6日 ～ 2021年10月1日
出展名

（パラペット）
申請者名＋自社ブランド名

オンライン 2021年10月1日 ～ 2021年10月31日 出展商品 自社商品

出展形態

契約種別

リアル ～
出展名

（パラペット）

オンライン ～ 出展商品

出展形態

契約種別

リアル ～
出展名

（パラペット）

オンライン ～ 出展商品

出展形態

契約種別

リアル ～
出展名

（パラペット）

オンライン ～ 出展商品

出展名

（バナー）
申請者名＋自社ブランド名

出展商品 自社商品

2021/9/6 ～ 2021/9/17

第〇回■■EXPOオンライン

■■株式会社

●●展示会事務局

第〇回▲▲EXPO

展示会名

（２）オンライン展示会参加費

オ

ン

ラ

イ

ン

主 催 （契約先）

会期

通信機器「アルファ１シリーズ」「アルファ２シリーズ」のPRPR内容（商品）

海

外

展示会名

会期

PR内容（商品）

主 催 （契約先）

国

内

4

展示会名

主 催 （契約先）

会期

PR内容（商品）

（１）展示会参加費

６　申請概要

PR内容（商品）

国

内

1

国

内

2

主 催 （契約先）

展示会名

PR内容（商品）

株式会社▲▲

第〇回●●展示会

会期

展示会名

会期

主 催 （契約先）

通信機器「アルファ１シリーズ」「アルファ２シリーズ」のPR

通信機器「アルファ１シリーズ」「アルファ２シリーズ」のPR

PR内容（商品）

会期

国

内

3

展示会名

主 催 （契約先）

記入例 ・英数字はすべて「半角」で入力

オンライン併催の場合、リアルとオンラインの両方の

会期が助成対象期間内であること

出展小間でPRする自社商品名等、展示の概略を入力
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様式第１号（第５条関係）

（単位：円）

国内１ 国内２ 国内３ 国内４ 海外出展 オンライン

出展料 400,000 1,000,000 400,000

資材費 100,000 200,000

輸送費 50,000 50,000

計 550,000 1,250,000 400,000

販促 

印刷費 60,000

動画編集費 100,000

サイト制作費

広告掲載費

計 160,000

助成率： 2/3

合　　　　計　　　①＋②＋③ 2,360,000 1,500,000

オンライン

展示会

参加費

400,000オンライン出展料

小　　　計　　　② 400,000 200,000

広告掲載費

小　　　計　　　③ 160,000 106,000

販売促進費

印　刷　費 60,000 40,000

動画編集費 100,000 66,000

サイト制作費

（単位：円）

300,000

輸　送　費 100,000

◆出展料が０円の場合は、

その展示会に係る全ての経費を申請できません。

◆オンライン出展のみの場合は、

販売促進費を含む全ての経費を申請できません。

７　資金計画

助成対象とする予定金額の概算（税抜）を入力してください。

小　　　計　　　① 1,800,000 1,200,000

経費区分

費用名

展示会

参加費

出展小間料 1,400,000

資　材　費

助成対象経費 助成金交付申請額

（単位：円）

自動計算されます

記入例 ・英数字はすべて「半角」で入力

・色付きのセルは自動入力（入力不要）

消費税や対象外経費を

除いた金額を入力

消費税や対象外経費を

除いた金額（概算）を入力

※ 出展料が0円の場合は、申請不可のため金額表示されません

以下は入力不要
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様式第１号（第５条関係）

令和 3 年 4 月 10 日

：

：

：

： 東京　太郎

1 募集要項の記載内容を熟読のうえ、助成事業に関わることは本要項に従い遂行します。

　公益財団法人東京都中小企業振興公社

理 事 長　殿

申請に係る誓約書

　公益財団法人東京都中小企業振興公社（以下、「公社」という。）が実施する令和３年度販路拡大助成

事業に申請するにあたり、下記のことを誓約します。

記

2
申請書に虚偽の記載はありません。また、故意・過失にかかわらず申請内容と実態が異なる

ことが判明した場合は、公社の指示に従います。

3
自社が大企業ではなく、また大企業が実質的に経営に参画しているみなし大企業でもありま

せん。

4
自社の役員または社員の一名を公社との窓口担当者と定め、公社からの依頼には同人がすみ

やかに対応します。

5 申請内容が助成対象の要件に該当するか否かは、公社の審査に委ねます。

6
契約・実施・支払はすべて申請事業者が行い、小間の社名板（パラペット）には申請事業者

名（個人事業主は申請書記載の屋号を含む）のみを表示します。

7 助成対象の展示会において、小間の内外を問わず販売を行いません。

本 店 所 在 地 　

名　　称 〇〇〇〇株式会社

代表者（役職） 代表取締役

（氏名） 実印

東京都〇〇区〇〇町0-0-0

記入例

之
印

代
表

ｖ

会
・英数字はすべて「半角」で入力

申請日を入力

登記簿等と同一の表記で入力

申請書と同一の実印

※ 内容を十分理解したうえで、入力・実印の捺印をしてください。
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